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○
い
わ
き
市
不
法
投
棄
等
の
防
止
に
関
す
る
要
綱

 

昭
和

6
3年

４
月
１
日
制
定

 

改
正

 
平
成

3
1年

２
月
８
日

 

い
わ
き
市
不
法
投
棄
等
の
防
止
に
関
す
る
要
綱

 

（
目
的
）

 

第
１
条

 
こ
の
要
綱
は
、
不
法
投
棄
そ
の
他
廃
棄
物
の
不
適
正
な
処
理
を
防
止
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
活
環
境
の
保
全

及
び
公
衆
衛
生
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

 

（
定
義
）

 

第
２
条

 
こ
の
要
綱
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 

(
１

)
 
廃
棄
物

 
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

4
5年

法
律
第

1
37
号
。
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」

と
い
う
。
）
第
２
条
第
１
項
に
規
定
す
る
廃
棄
物
を
い
う
。

 

(
２

)
 
不
法
投
棄

 
法
第

1
6条

の
規
定
に
違
反
し
て
、
み
だ
り
に
廃
棄
物
を
捨
て
る
こ
と
を
い
う
。

 

(
３

)
 
不
法
投
棄
等

 
不
法
投
棄
を
す
る
こ
と
、
法
第
６
条
の
２
第
２
項
及
び
第
３
項
の
処
理
基
準
並
び
に
第

1
2
条

第
１
項
及
び
第

12
条
の
２
第
１
項
の
処
理
基
準
に
反
し
て
廃
棄
物
を
不
適
正
に
保
管
し
、
又
は
野
焼
き
す
る
こ
と

そ
の
他
法
令
等
の
規
定
に
違
反
し
て
廃
棄
物
を
不
適
正
に
処
理
す
る
こ
と
を
い
う
。

 

(
４

)
 
不
法
投
棄
者
等

 
不
法
投
棄
等
を
し
た
者
を
い
う
。

 

(
５

)
 
不
法
投
棄
物
等

 
不
法
投
棄
等
を
さ
れ
た
廃
棄
物
及
び
こ
れ
ら
の
廃
棄
物
の
浸
出
液
等
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ

た
周
辺
の
土
壌
等
を
い
う
。

 

（
防
止
の
た
め
の
対
策
）

 

第
３
条

 
市
長
は
、
不
法
投
棄
を
防
止
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
対
策
を
講
じ
る
も
の
と
す
る
。

 

(
１

)
 
不
法
投
棄
監
視
員
（
以
下
「
監
視
員
」
と
い
う
。
）
の
設
置

 

(
２

)
 
不
法
投
棄
が
行
わ
れ
や
す
い
と
認
め
る
箇
所
に
、
不
法
投
棄
の
防
止
の
立
看
板
の
設
置

 

(
３

)
 
公
共
用
地
に
お
け
る
不
法
投
棄
の
防
止
の
た
め
の
防
護
柵
の
設
置

 

２
 
市
長
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
市
民
に
対
し
、
不
法
投
棄
等
に
関
す
る
通
報
等
そ
の
防
止
に
つ
い

て
、
広
報
紙
等
に
よ
り
協
力
を
依
頼
す
る
も
の
と
す
る
。

 

（
監
視
員
）

 

第
４
条

 
別
表
左
欄
に
掲
げ
る
地
区
に
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
右
欄
に
定
め
る
数
の
監
視
員
を
置
く
。

 

２
 
監
視
員
の
職
務
は
、
次
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。

 

(
１

)
 
不
法
投
棄
の
監
視
活
動

 

(
２

)
 
不
法
投
棄
等
に
関
す
る
市
へ
の
通
報

 

(
３

)
 
不
法
投
棄
を
行
つ
た
者
又
は
行
お
う
と
し
て
い
る
者
に
対
す
る
指
導
勧
告

 

(
４

)
 
不
法
投
棄
が
行
わ
れ
た
場
所
又
は
行
わ
れ
や
す
い
場
所
の
占
有
者
等
に
対
す
る
不
法
投
棄
防
止
策
に
つ
い
て

の
指
導
助
言

 

３
 
前
項
第
１
号
の
職
務
は
、
毎
月
２
回
以
上
行
う
も
の
と
す
る
。

 

４
 
監
視
員
は
、
第
２
項
第
１
号
に
掲
げ
る
職
務
に
従
事
し
た
と
き
は
、
そ
の
活
動
状
況
を
不
法
投
棄
監
視
状
況
報
告

書
（
第
１
号
様
式
）
に
よ
り
翌
月
の

1
0日

ま
で
に
市
長
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

 

５
 
監
視
員
は
、
別
表
左
欄
に
掲
げ
る
地
区
の
住
民
で

7
0歳

未
満
の
も
の
の
中
か
ら
市
長
が
委
嘱
す
る
。

 

６
 
監
視
員
の
任
期
は
、
２
年
と
し
、
前
項
の
年
齢
に
関
す
る
要
件
を
満
た
す
者
に
限
り
再
任
を
妨
げ
な
い
も
の
と
す

る
。
た
だ
し
、
補
欠
の
監
視
員
の
任
期
は
、
前
任
者
の
残
任
期
間
と
す
る
。

 

７
 
監
視
員
に
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
身
分
証
明
書
（
第
２
号
様
式
）
及
び
腕
章
を
交
付
す
る
。

 

（
通
報
を
受
け
た
場
合
の
処
理
）

 

第
５
条

 
市
長
は
、
監
視
員
、
市
民
等
か
ら
不
法
投
棄
等
に
関
し
通
報
が
あ
つ
た
場
合
は
、
関
係
機
関
と
の
連
携
を
図

る
と
と
も
に
、
必
要
な
協
力
を
求
め
な
が
ら
、
次
に
よ
り
処
理
す
る
も
の
と
す
る
。

 

(
１

)
 
通
報
者
か
ら
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
確
認
す
る
こ
と
。

 

ア
 
不
法
投
棄
等
の
日
時
及
び
場
所

 

イ
 
不
法
投
棄
等
さ
れ
た
廃
棄
物
の
種
別
及
び
数
量

 

ウ
 
不
法
投
棄
等
を
行
つ
た
者
又
は
そ
の
判
明
の
手
掛
か
り
と
な
る
も
の

 

エ
 
通
報
者
の
住
所
、
氏
名
及
び
電
話
番
号

 

(
２

)
 
直
ち
に
不
法
投
棄
等
の
現
場
を
確
認
し
、
不
法
投
棄
等
の
実
態
及
び
周
辺
の
生
活
環
境
へ
与
え
る
影
響
の
程

度
を
調
査
す
る
と
と
も
に
、
不
法
投
棄
者
等
の
判
明
に
努
め
る
こ
と
。

 

(
３

)
 
当
該
地
区
の
行
政
嘱
託
員
等
の
協
力
を
得
て
、
不
法
投
棄
等
の
場
所
の
地
番
及
び
土
地
の
管
理
者
を
確
認
し
、

不
法
投
棄
等
が
継
続
拡
大
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
監
視
及
び
指
導
を
行
う
こ
と
。

 

（
不
法
投
棄
者
等
に
対
す
る
措
置
）

 

第
６
条

 
市
長
は
、
不
法
投
棄
者
等
が
判
明
し
た
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

 

(
１

)
 
不
法
投
棄
等
を
行
つ
た
者
に
対
し
、
不
法
投
棄
に
係
る
廃
棄
物
の
撤
去
そ
の
他
必
要
な
処
理
を
し
、
不
法
投

棄
等
の
場
所
の
原
状
回
復
を
行
う
よ
う
指
示
す
る
こ
と
。

 

(
２

)
 
不
法
投
棄
等
の
場
所
の
原
状
回
復
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
指
導
し
、
監
督
す
る
こ
と
。

 

２
 
市
長
は
、
前
項
の
措
置
を
講
じ
た
後
に
お
い
て
も
、
原
状
回
復
に
応
じ
な
い
等
情
状
が
特
に
重
い
と
認
め
ら
れ
る

者
に
対
し
て
は
、
告
発
す
る
も
の
と
す
る
。

 

（
廃
棄
物
の
処
理
に
関
す
る
指
導
助
言
等
）

 

第
７
条

 
市
長
は
、
不
法
投
棄
さ
れ
た
土
地
又
は
建
物
の
占
有
者
か
ら
、
当
該
不
法
投
棄
に
係
る
廃
棄
物
の
処
理
に
関

し
相
談
が
あ
つ
た
場
合
は
、
そ
の
者
に
対
し
適
切
な
指
導
助
言
を
行
う
も
の
と
す
る
。

 

２
 
市
長
は
、
不
法
投
棄
者
等
が
判
明
し
な
い
場
合
で
あ
つ
て
、
周
辺
の
生
活
環
境
の
保
全
上
支
障
を
生
じ
る
お
そ
れ

が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
不
法
投
棄
等
を
さ
れ
た
土
地
又
は
建
物
の
占
有
者
に
対
し
て
、
不
法
投
棄
物
等
の

撤
去
及
び
不
法
投
棄
等
の
場
所
の
原
状
回
復
を
行
う
よ
う
要
請
す
る
も
の
と
す
る
。

 

３
 
前
２
項
の
指
導
助
言
又
は
要
請
に
か
か
わ
ら
ず
、
不
法
投
棄
等
を
さ
れ
た
土
地
又
は
建
物
の
占
有
者
に
お
い
て
、

不
法
投
棄
物
等
の
撤
去
及
び
不
法
投
棄
等
の
場
所
の
原
状
回
復
が
な
さ
れ
ず
、
か
つ
、
放
置
す
れ
ば
周
辺
の
生
活
環

境
の
保
全
上
支
障
を
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
市
長
は
、
周
辺
の
生
活
環
境
保
全
の
た
め
の

措
置
を
関
係
機
関
と
協
議
す
る
も
の
と
す
る
。

 

（
排
出
事
業
者
等
の
責
務
）

 

第
８
条

 
事
業
者
は
、
排
出
し
た
廃
棄
物
が
そ
の
処
理
を
委
託
し
た
処
理
業
者
に
よ
つ
て
不
法
投
棄
等
を
さ
れ
た
と
き

は
、
当
該
処
理
業
者
と
連
帯
し
て
、
当
該
廃
棄
物
の
回
収
及
び
不
法
投
棄
等
の
場
所
の
原
状
回
復
に
努
め
る
も
の
と

す
る
。

 

２
 
事
業
者
か
ら
廃
棄
物
の
処
理
を
受
託
し
た
処
理
業
者
が
そ
の
受
託
し
た
廃
棄
物
の
う
ち
産
業
廃
棄
物
の
運
搬
を
他

の
処
理
業
者
に
委
託
す
る
行
為
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
再
委
託
」
と
い
う
。
）
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
再
委

託
を
受
け
た
処
理
業
者
が
当
該
産
業
廃
棄
物
の
不
法
投
棄
等
を
し
た
と
き
は
、
当
該
再
委
託
を
受
け
た
処
理
業
者
及

び
事
業
者
と
連
帯
し
て
、
当
該
不
法
投
棄
等
の
場
所
の
原
状
回
復
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

 

（
表
彰
）

 

第
９
条

 
市
長
は
、
不
法
投
棄
監
視
員
で
あ
つ
た
者
に
対
し
、
感
謝
状
及
び
記
念
品
を
贈
り
、
こ
れ
を
表
彰
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

 

２
 
表
彰
者
選
考
等
の
基
準
そ
の
他
必
要
な
事
項
は
、
市
長
が
別
に
定
め
る
。

 

附
 
則

 

１
 
こ
の
要
綱
は
、
昭
和

6
3年

４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
。

 

２
 
こ
の
要
綱
の
規
定
に
基
づ
き
最
初
に
委
嘱
さ
れ
る
監
視
員
の
任
期
は
、
第
４
条
第
４
項
本
文
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
委
嘱
さ
れ
た
日
か
ら
昭
和

64
年
度
の
末
日
ま
で
と
す
る
。
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附
 
則
（
平
成
２
年
４
月
１
日
）

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成
２
年
４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成
５
年
４
月
１
日
）

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成
５
年
４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

11
年

1
1月

１
日
）

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成

11
年

11
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
。
た
だ
し
、
第
４
条
第
５
項
の
改
正
規
定
及
び
第
７
条
の
次
に

２
条
を
加
え
る
改
正
規
定
（
第
９
条
と
な
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
平
成

12
年
４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

16
年
４
月
１
日
）

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成

1
6年

４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

31
年
２
月
８
日
）

 

１
 
こ
の
要
綱
は
、
平
成

3
1年

２
月
８
日
か
ら
実
施
す
る
。

 

２
 
こ
の
要
綱
の
実
施
の
際
現
に
改
正
前
の
い
わ
き
市
不
法
投
棄
等
の
防
止
に
関
す
る
要
綱
第
２
号
様
式
の
規
定
に
よ

り
作
成
さ
れ
、
交
付
さ
れ
て
い
る
身
分
証
明
書
は
、
改
正
後
の
第
２
号
様
式
の
規
定
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
も
の
と
み

な
す
。

 

 別
表
（
第
４
条
関
係
）

 

平
 

８
 

小
名
浜

 
６

 

勿
来

 
５

 

常
磐

 
５

 

内
郷

 
６

 

四
倉

 
３

 

遠
野

 
４

 

小
川

 
４

 

好
間

 
３

 

三
和

 
６

 

田
人

 
６

 

川
前

 
４

 

久
之
浜
大
久

 
３

 

○
い
わ
き
市
災
害
時
に
お
け
る
し
尿
く
み
取
料
金
の
助
成
等
に
関
す
る
要
綱

 

昭
和

6
1年

３
月

31
日
制
定

 

い
わ
き
市
災
害
時
に
お
け
る
し
尿
く
み
取
料
金
の
助
成
等
に
関
す
る
要
綱

 

（
趣
旨
）

 

第
１
条

 
こ
の
要
綱
は
、
災
害
に
よ
り
く
み
取
便
槽
に
冠
水
し
た
者
が
当
該
冠
水
の
た
め
に
負
担
す
る
こ
と
と
な
る
く

み
取
料
金
（
以
下
単
に
「
冠
水
に
よ
る
く
み
取
料
金
」
と
い
う
。
）
の
助
成
に
関
し
、
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の

と
す
る
。

 

（
定
義
）

 

第
２
条

 
こ
の
要
綱
に
お
い
て
「
災
害
」
と
は
、
暴
風
、
豪
雨
（
雨
量
が
１
時
間
に

50
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
以
上
又
は
最
大

2
4
時
間
で

1
30
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
以
上
の
場
合
を
い
う
。
）
、
洪
水
、
高
潮
、
地
震
、
津
波
そ
の
他
異
常
な
天
然
現
象
に

よ
り
生
じ
る
災
害
を
い
う
。

 

（
助
成
の
方
法
等
）

 

第
３
条

 
災
害
時
に
お
け
る
し
尿
収
集
は
、
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

45
年
法
律
第

13
7
号
）
第

７
条
第
１
項
の
許
可
を
受
け
た
者
に
委
託
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

 

２
 
冠
水
に
よ
る
く
み
取
料
金
は
、
従
量
制
で
算
出
す
る
も
の
と
す
る
。

 

３
 
許
可
業
者
は
、
冠
水
に
よ
る
く
み
取
料
金
か
ら
助
成
額
を
控
除
し
た
額
を
助
成
の
対
象
と
な
る
者
か
ら
徴
収
す
る
。
 

４
 
前
３
項
に
定
め
る
ほ
か
、
助
成
の
方
法
等
に
つ
い
て
は
、
許
可
業
者
と
の
契
約
で
別
に
定
め
る
。

 

（
助
成
対
象
）

 

第
４
条

 
助
成
の
対
象
と
な
る
者
は
、
災
害
に
よ
り
く
み
取
便
槽
が
冠
水
し
た
者
と
す
る
。

 

（
助
成
額
）

 

第
５
条

 
助
成
す
る
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

 

(
１

)
 
通
常
人
頭
制
で
く
み
取
料
金
を
算
出
す
る
場
合

 
冠
水
に
よ
る
く
み
取
料
金
に
相
当
す
る
額
（
通
常
の
く
み

取
料
金
を
負
担
し
て
い
な
い
場
合
は
、
当
該
く
み
取
料
金
を
冠
水
に
よ
る
く
み
取
料
金
か
ら
控
除
し
た
額
）

 

(
２

)
 
通
常
従
量
制
で
く
み
取
料
金
を
算
出
す
る
場
合

 
冠
水
に
よ
る
く
み
取
料
金
に

1
0
0
分
の

50
（
災
害
救
助
法

（
昭
和

2
2年

法
律
第

1
18
号
）
又
は
い
わ
き
市
被
災
救
助
費
支
給
条
例
（
昭
和

4
2年

い
わ
き
市
条
例
第

6
9号

）
の
規

定
が
適
用
さ
れ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

1
00
分
の

1
0
0）

を
乗
じ
て
得
た
額

 

附
 
則

 

こ
の
要
綱
は
、
昭
和

6
1年

４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

11
年
２
月

1
9
日
）

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成

1
1年

２
月

19
日
か
ら
実
施
す
る
。
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○
い
わ
き
市
家
庭
用
生
ご
み
処
理
機
等
購
入
費
補
助
金
交
付
要
綱

 

 （
目
的
）

 

第
１
条

 
こ
の
要
綱
は
、
生
ご
み
を
自
家
処
理
す
る
た
め
、
家
庭
用
生
ご
み
処
理
機
又
は
生
ご
み
自
家
処
理
容
器
（
以

下
「
処
理
機
等
」
と
い
う
。
）
を
購
入
し
、
設
置
す
る
者
に
対
し
て
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
処
理
機
等
購
入
費
補

助
金
（
以
下
「
補
助
金
」
と
い
う
。
）
を
交
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
一
般
家
庭
か
ら
排
出
さ
れ
る
生
ご
み
の
減
量
化
及

び
再
資
源
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
｡
 

（
定
義
）

 

第
１
条
の
２

 
こ
の
要
綱
に
お
い
て
、
処
理
機
等
と
は
、
次
に
掲
げ
る
機
器
及
び
容
器
で
市
長
が
認
め
た
も
の
を
い

う
｡
 

２
 
「
家
庭
用
生
ご
み
処
理
機
」
と
は
、
機
械
的
な
動
作
を
用
い
て
、
生
ご
み
の
減
量
化
及
び
堆
肥
化
す
る
こ
と
が

で
き
る
構
造
を
有
す
る
機
器
を
い
う
｡
 

３
 
「
生
ご
み
自
家
処
理
容
器
」
と
は
、
微
生
物
を
利
用
し
て
生
ご
み
を
発
酵
さ
せ
、
分
解
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当

該
生
ご
み
の
減
量
化
及
び
堆
肥
化
す
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
を
有
す
る
容
器
で
、
次
に
掲
げ
る
容
器
を
い
う
｡
 

⑴
 

 
コ
ン
ポ
ス
ト
容
器

 

⑵
 

 
密
閉
型
容
器

 

４
 
補
助
の
交
付
対
象
と
な
る
処
理
機
等
は
新
品
（
過
去
に
購
入
さ
れ
、
又
は
使
用
さ
れ
て
い
な
い
機
器
）
と
す
る
。

 

（
補
助
の
対
象
）

 

第
２
条

 
補
助
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
は
、
処
理
機
等
を
購
入
し
た
者
（
事
業
者
を
除
く
。
）
の
う
ち
、
次
の

各
号
の
要
件
を
備
え
て
い
る
者
（
以
下
「
購
入
者
」
と
い
う
。
）
と
す
る
。

 

⑴
 
市
内
に
住
所
を
有
し
、
か
つ
、
居
住
し
て
い
る
者

 

⑵
 
処
理
機
等
を
自
ら
使
用
し
、
こ
れ
を
適
切
に
維
持
管
理
で
き
る
者

 

⑶
 
減
量
化
及
び
堆
肥
化
さ
れ
た
生
ご
み
を
自
己
の
責
任
に
お
い
て
処
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
者

 

⑷
 
市
税
を
滞
納
し
て
い
な
い
者

 

（
補
助
の
額
等
）

 

第
３
条

 
補
助
の
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
処
理
機
等
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
（

1
00
円
未
満
の

端
数
が
生
じ
た
と
き
は
、
そ
の
端
数
を
切
り
捨
て
た
額
。
）
と
す
る
。

 

⑴
 
家
庭
用
生
ご
み
処
理
機

 
生
ご
み
処
理
機
器
の
購
入
費
の
２
分
の
１
以
内
（
そ
の
額
が
１
万

5
,
0
0
0
円
を
超
え
る

と
き
は
１
万

5
,
00

0
円
。
）
の
額
と
す
る
｡
 

⑵
 
生
ご
み
自
家
処
理
容
器

 
生
ご
み
処
理
容
器
の
購
入
費
の
２
分
の
１
以
内
（
そ
の
額
が

3
,0

00
円
を
超
え
る
と
き

は
3,

0
00
円
。
）
の
額
と
す
る
｡
 

２
 
補
助
対
象
基
数
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
処
理
機
等
の
区
分
ご
と
に
１
世
帯
（
同
一
世
帯
は
１
世
帯
と
す
る
｡
）

当
た
り
１
基
と
す
る
。
た
だ
し
、
密
閉
型
容
器
（
購
入
費
が

3,
0
00
円
を
超
え
な
い
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
１

世
帯
当
た
り
１
組
（
２
基
）
以
内
と
す
る
｡
 

（
補
助
金
の
交
付
申
請
）

 

第
４
条

 
補
助
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
購
入
後
６
カ
月
以
内
に
補
助
金
交
付
申
請
書
（
第
１
号
様
式
）

に
必
要
事
項
を
記
入
し
、
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡
 

２
 
第
１
条
の
２
第
２
項
の
家
庭
用
生
ご
み
処
理
機
の
購
入
者
に
あ
っ
て
は
、
前
項
の
補
助
金
交
付
申
請
書
に
、
市

税
を
完
納
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
（
第
２
号
様
式
）
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

（
着
手
届
及
び
完
了
届
の
省
略
）

 

第
５
条

 
い
わ
き
市
補
助
金
等
交
付
規
則
（
昭
和

45
年
い
わ
き
市
規
則
第

24
号
。
以
下
「
規
則
」
と
い
う
。
）
第

10

条
に
規
定
す
る
補
助
事
業
着
手
（
完
了
）
届
の
提
出
は
、
同
条
た
だ
し
書
き
の
規
定
に
よ
り
提
出
を
省
略
す
る
も
の
と

す
る
。

 

 
（
補
助
事
業
等
実
績
報
告
書
の
省
略
）

 

第
６
条

 
規
則
第

12
条
に
規
定
す
る
補
助
事
業
等
実
績
報
告
書
の
提
出
は
、
同
条
た
だ
し
書
き
の
規
定
に
よ
り
省
略

す
る
も
の
と
す
る
。

 

（
補
助
金
の
交
付
及
び
決
定
通
知
）

 

第
７
条

 
市
長
は
補
助
金
の
交
付
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
申
請
に
か
か
る
書
類
等
の
審
査
及
び
必
要
に
応

じ
て
行
う
現
地
調
査
等
に
よ
り
補
助
金
を
交
付
す
べ
き
も
の
と
認
め
る
と
き
は
、
補
助
金
の
交
付
を
決
定
す
る
｡
 

２
 
市
長
は
補
助
金
の
交
付
の
決
定
を
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
そ
の
決
定
の
内
容
及
び
こ
れ
に
条
件
を
付
し
た
場

合
に
は
そ
の
条
件
を
記
載
し
た
補
助
金
交
付
決
定
通
知
書
（
第
３
号
様
式
）
を
も
っ
て
申
請
し
た
者
に
通
知
す
る
｡
 

（
補
助
金
の
返
還
命
令
）

 

第
８
条

 
市
長
は
、
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
と
き
は
、
補
助
金
の
決
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
｡
 

⑴
 

 
偽
り
そ
の
他
不
正
な
手
段
に
よ
り
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
と
き
｡
 

⑵
 

 
補
助
金
の
交
付
決
定
の
内
容
及
び
こ
れ
に
付
し
た
条
件
に
違
反
し
た
と
き
｡
 

（
再
度
の
補
助
金
交
付
申
請
）

 

第
９
条

 
こ
の
要
綱
に
基
づ
き
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
者
又
は
交
付
を
受
け
た
も
の
と
同
一
世
帯
に
属
す
る
者
は
、

当
該
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
日
か
ら
、
５
年
を
経
過
し
た
後
で
な
け
れ
ば
、
再
び
こ
の
要
綱
に
基
づ
く
補
助
金
の
交

付
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

 

（
そ
の
他
）

 

第
10
条

 
こ
の
要
綱
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要
な
事
項
は
、
そ
の
都
度
市
長
が
別
に
定
め
る
。

 

 附
 
則

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成
５
年
５
月

18
日
か
ら
施
行
す
る
｡
 

附
 
則

 

１
 
こ
の
要
綱
は
、
平
成

10
年
７
月
１
日
か
ら
実
施
し
、
第
７
条
及
び
第
８
条
の
規
定
に
つ
い
て
は
、
平
成

1
0
年
５

月
25
日
か
ら
適
用
す
る
｡
 

２
 
こ
の
要
綱
の
実
施
の
際
、
現
に
改
正
前
の
い
わ
き
市
生
ご
み
自
家
処
理
容
器
購
入
費
補
助
金
交
付
要
綱
（
以
下

「
改
正
前
の
要
綱
」
と
い
う
。
）
第
４
条
の
規
定
に
よ
り
な
さ
れ
た
申
請
に
つ
い
て
は
、
改
正
後
の
い
わ
き
市
家
庭
用

生
ご
み
処
理
機
等
購
入
費
補
助
金
交
付
要
綱
の
規
定
に
よ
り
な
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

 

附
 
則

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成

1
1年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
｡
 

附
 
則

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成

1
4年

７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則

 

こ
の
要
綱
は
、
令
和
４
年
１
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則

 

こ
の
要
綱
は
、
令
和
６
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

た
だ
し
、
今
回
の
改
正
に
よ
る
第
２
条
に
該
当
す
る
処
理
機
等
に
つ
い
て
は
、
令
和
６
年
４
月
１
日
以
降
に
購
入
し

た
処
理
機
等
と
す
る
。
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５ 廃棄物処理行政のあゆみ 

年 いわき市 主な廃棄物関連法 

明治 33年   
 

4月 ・「汚物掃除法」施行 

昭和 29年   
 

7月 ・「清掃法」施行。「汚物掃除法」の廃

止 

昭和 41年 10月 ・いわき市発足、旧 5市 2町の条例移行     

昭和 44年 10月 ・東部浄化センター供用開始     

昭和 45年   
 

12月 ・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

(廃棄物処理法)」公布（昭和 46年 9

月施行） 

・「海洋汚染防止法」公布 

昭和 47年 6月 ・北部衛生センター供用開始 6月 ・「廃棄物処理施設整備緊急措置法」公

布 

昭和 49年 10月 ・北部浄化センター供用開始     

昭和 50年 3月 ・「いわき市憩いの家条例」制定（同年

5月施行） 

12月 ・「廃棄物処理法」及び「海洋汚染防止

法施行令」改正 

5月 ・「いわき市憩いの家条例施行規則」施

行 

・南部憩いの家建設 

  ・南部清掃センター(泉町)建設 

昭和 52年 3月 ・「遠野し尿中継槽」及び「三和し尿中

継槽」設置 

3月 ・「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃

棄物の最終処分場に係る技術上の基準

を定める命令」公布 
4月 ・し尿処理に関して、定時収集・人頭制

料金方式の導入 

・南部衛生センター供用開始 

12月 ・ごみの分別収集の実施について検討す

るため、「いわき市ごみ収集処理改善

対策協議会」設置 

昭和 53年 6月 ・山田埋立処分地（山田町）埋立開始     

昭和 54年 7月 ・八日十日埋立処分地（四倉町）建設     

昭和 55年 2月 ・「いわき市ごみ収集処理改善対策協議

会」より、ごみ分別収集の実施及び市

規格ごみ袋の導入について最終意見の

提出 

    

 
10月 ・北部清掃センター(平上片寄)供用開始 11月 ・「廃棄物その他の物の投棄による海洋

汚染の防止に関する条約（海洋投棄規

制条約・ロンドン条約）発効 
昭和 56年 3月 ・「いわき市運動場条例施行規則」策定

（同年 5月施行） 

114



年 いわき市 主な廃棄物関連法 

4月 ・ごみ分別収集(「燃えるごみ」「燃えな

いごみ」「大型ごみ」)を実施(3分別)。

無色透明の市規格ごみ袋・事業者専用

ごみ袋を定める。集積所(表示せず)は

集積所利用者により共同管理すること

を定める。 

5月 ・北部憩いの家建設 

10月 ・いわき市清掃デー制定検討委員会設置 

昭和 57年 5月 ・「いわきのまちをきれいにする市民総

ぐるみ運動」実施 

    

昭和 58年   
 

5月 ・「浄化槽法」施行 

昭和 59年 7月 ・し尿処理に関して、直営収集を廃止し、

許可業者による収集を開始 

    

  ・ごみ分別収集に「廃乾電池」を加える

(4分別)。 

・八日十日リサイクルセンター(八日十日

埋立処分地内)建設 

昭和 60年   ・山田リサイクルセンター（山田埋立処

分地内）建設 

    

昭和 61年 3月 ・「いわき市災害時におけるし尿くみ取

料金の助成等に関する要綱」制定 

    

昭和 63年 4月 ・「いわき市不法投棄等の防止に関する

要綱」制定・実施 

    

平成元年 4月 ・「いわき市災害時におけるし尿くみ取

料金の助成等に関する要綱」実施 

・山田粗大ごみ処理施設（山田埋立処分

地内）供用開始 

・中部衛生センター供用開始 

    

11月 ・紙類分別回収事業（新聞紙、雑誌類、

段ボール）実施（5分別） 

平成 2年 3月 ・「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

を策定（計画期間：平成 2年度～平成

15年度） 

  

4月 ・「いわき市不法投棄等の防止に関する

要綱」改正・紙類分別回収報奨金制度

実施 

12月 ・「ダイオキシン類発生防止等ガイドラ

イン」策定 

平成 3年     4月 ・「再生資源の利用の促進に関する法律」

（リサイクル法）制定 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

10月 ・「廃棄物処理法」改正。処理業者への

規制強化やマニフェスト制度の導入等 

平成 4年   ・ごみ収集を市直営から民間委託に移行

(小名浜、常磐、内郷、四倉、久之浜・

大久) 

5月 ・「産業廃棄物の処理に係る特定施設の

整備の促進に関する法律」公布 

12月 ・「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制

に関する法律（バーゼル法）」施行 

・「廃棄物処理法」改正。廃棄物の輸出

入規制 

平成 5年 4月 ・「いわき市不法投棄等の防止に関する

要綱」改正 

9月 ・有害廃棄物の国境を越える移動及びそ

の処分に規制に関する「バーゼル条約」

加入 

5月 ・「いわき市家庭用生ごみ処理機等購入

費補助金交付要綱」施行 

11月 ・環境基本法公布 

7月 ・生ごみ自家処理容器購入費補助制度実

施 

・「川前し尿中継槽」設置 

9月 ・「いわき市廃棄物減量等推進審議会」

設置 

  ・ごみ減量啓発ビデオ「ごみと呼ばない

で」制作 

平成 6年 3月 ・八日十日埋立処分地埋立終了 3月 ・廃棄物処理法第６条の３の規定に基づ

く一般廃棄物の指定（ゴムタイヤ、大

型テレビ、大型冷蔵庫、スプリング入

りマットレス） 

11月 ・いわき市廃棄物減量等推進審議会から

「いわき市のごみの減量化、リサイク

ルの有効な方策等についての中間報

告」の提出 

  ・「ごみ・コミュニケーション懇談会」

実施 

・ごみ収集を市直営から民間委託に移行

（平、勿来、遠野、小川、好間、三和、

田人、川前） 

平成 7年 2月 ・ごみ減量マスコットキャラクター「ク

リンピー」を一般公募により作成 

6月 ・「容器包装に係る分別収集及び再商品

化の促進等に関する法律」（容器包装

リサイクル法）公布（同年 12月第 1

段階施行、平成 9年 4月本格施行）。

ガラス製容器、ペットボトルについて

平成 9年度から再商品化を義務付け。

紙製・プラスチック製容器包装につい

ては平成 12年度から義務付け 

  ・リサイクル啓発ビデオ「リサイクルっ

てな～に？」制作 

・簡易焼却器試用モニター実施 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

平成 8年 3月 ・「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

を策定（計画期間：平成 8年度～平成

22年度） 

3月 ・「容器包装廃棄物の分別収集及び分別

基準適合物の再商品化の促進等に関す

る基本方針」策定 

9月 ・いわき市廃棄物減量等推進審議会から

「ごみ細分別収集の実施」について提

言 

5月 ・「容器包装リサイクル法第 7条第 1項

の規定に基づく平成 9年度以降の 5年

間についての分別基準適合物の再商品

化に関する計画」策定 
12月 ・「いわき市廃棄物の減量及び適正処理

等に関する条例」制定 

平成 9年 3月 ・「いわき市リサイクルプラザクリンピ

ーの家条例」制定（同年 7月施行） 

・「いわき市リサイクルプラザクリンピ

ーの家条例施行規則」制定（同年 7月

施行） 

1月 ・「ごみ処理に係るダイオキシン類発生

防止等ガイドライン（新ガイドライ

ン）」策定 

6月 ・「ごみ細分別収集」を実施。（5分別

から 8分別） 

・「いわき市廃棄物の減量及び適正処理

等に関する規則」制定(平成 9年 7月施

行） 

6月 ・「環境影響評価法」公布（平成 11年 6

月施行） 

・「廃棄物処理法」改正。再生利用認定

制度の新設等 

7月 ・「いわき市廃棄物の減量及び適正処理

等に関する条例」施行 

・「リサイクルプラザクリンピーの家」

供用開始 

・「クリンピーの森」埋立開始 

・山田埋立処分地を「クリンピーの丘」

へ名称変更 

8月 ・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令」「同施行規則」改正 

・八日十日リサイクルセンター、山田リ

サイクルセンターが業務終了 

平成 10年 7月 ・「いわき市家庭用生ごみ処理機等購入

費補助金交付要綱」を改正し、家庭用

生ごみ処理機購入費補助制度を実施 

6月 ・「特定家庭用機器再商品化法」（家電

リサイクル法）公布(平成 13年 4月本

格施行）。テレビ、冷蔵庫、洗濯機、

エアコンについて平成 13年度から再

商品化義務 
  ・リサイクル啓発ビデオ「みんなでリサ

イクル」を制作 

・幼児向けごみ減量意識啓発紙芝居「ク

リンピーとごみ太郎」を制作 

平成 11年 2月 ・「いわき市災害時におけるし尿くみ取

料金の助成等に関する要綱」改正 

3月 ・「ダイオキシン対策推進基本方針」決

定 

7月 ・いわき市廃棄物減量等推進審議会より

『「その他のプラスチック製容器包装」

及び「その他の紙製容器包装」に係る

分別収集実施』について提言 

7月 ・「ダイオキシン類対策特別措置法」公

布（平成 12年 1月施行） 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

11月 ・「いわき市不法投棄等の防止に関する

要綱」改正 

（一部は平成 12年 4月） 

  ・幼児向け意識啓発「ぬり絵」を制作 

・親子ごみ処理施設見学会を実施 

平成 12年 3月 ・「いわき市ポイ捨て防止による美化推

進条例」制定 

4月 ・「家電リサイクル法」本格施行 

・「容器包装リサイクル法」完全施行 

4月 ・南部清掃センター（泉町）を建て替え

供用開始 

5月 ・「国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律（グリーン購入法）」

公布 

・「建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律（建設リサイクル法）」公

布（同年 11月一部施行） 

・「浄化槽法」一部改正（平成 13年 4

月施行） 

8月 ・「いわき市ポイ捨て防止による美化推

進条例施行規則」制定（同年 10月施行） 

10月 ・「いわき市ポイ捨て防止による美化推

進条例」施行。「自主的な美化活動支

援制度」の実施 

6月 ・「循環型社会形成推進基本法」公布（平

成 13年 1月施行） 

・「再生資源の利用の促進に関する法律」

（リサイクル法）が「資源の有効な利

用の促進に関する法律」（改正リサイ

クル法）へ改正 

・「食品循環資源の再生利用等の促進に

関する法律（食品リサイクル法）」公

布 

・「廃棄物処理法」改正。発生抑制対策

の強化等 

平成 13年 3月 ・新・いわき市総合計画「ふるさと・い

わき２１プラン」策定 

・「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

を策定（計画期間：平成 13年度～平成

27年度） 

2月 ・「環境物品等の調達推進に関する基本

方針」策定 

4月 ・家電 4品目（エアコン・テレビ・洗濯

機・冷蔵庫）を大型ごみの対象から除

く。 

4月 ・「改正・廃棄物処理法」「家電リサイ

クル法」「資源有効利用促進法」「グ

リーン購入法」完全施行 

6月 ・ポイ捨てさせない「環境づくり」のた

めに、自主的な美化活動（アダプト・

プログラム、のちのクリンピー応援隊）

の支援事業を実施 

5月 ・「廃棄物の減量その他その適正な処理

に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るための基本的な方針」策定 

・「食品循環資源の再生利用等の促進に

関する基本方針」策定 

・「建設リサイクル法」一部施行 

・「食品リサイクル法」完全施行 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

平成 13年   ・(新)ごみ細分別啓発ビデオ「リサイク

ルはみんなの手で」制作 

6月 ・「浄化槽法」改正。単独処理浄化槽の

新設禁止 

・「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な

処理に関する特別措置法（PCB特別措

置法）」公布 

7月 ・「PCB特別措置法」施行 

平成 14年 6月 ・『「その他のプラスチック製容器包装」

及び「その他の紙製容器包装」に係る

分別収集』実施（8分別から 9分別へ） 

1月 ・「廃棄物処理法施行令」改正。し尿等

の海洋投入の禁止 

5月 ・「建設リサイクル法」完全施行 

7月 ・大型ごみ受付業務を市直営から民間委

託に移行 

7月 ・「使用済自動車の再資源化等に関する

法律（自動車リサイクル法）」公布 

・「使用済自動車の再資源化等に関する

法案」公布 
10月 ・いわき市廃棄物減量等推進審議会より

「ごみ処理手数料の見直し」及び「大

型ごみの有料化」の実施に関する意見

書の提出 

平成 15年 10月 ・「いわき市廃棄物の減量及び適正処理

等に関する条例・規則」の改正により、

大型ごみの有料収集、事業者専用袋の

1袋目からの使用、ごみ直接搬入時の

処理手数料及び死犬等収集処理手数料

を改定。事業者専用袋とごみ直接搬入

手数料は、1年間の経過措置期間を設

ける。 

・パソコンを小型電器製品・金属類と大

型ごみの対象から除く。 

3月 ・「循環型社会形成推進基本計画」策定 

4月 ・「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」

策定 

6月 ・「特定産業廃棄物に起因する支障の除

去等に関する特別措置法（産廃特措

法）」公布・施行。不法投棄の未然防

止、リサイクルの推進 

・「廃棄物処理法」の一部改正（同年 12

月施行）。平成 10年 6月以前に不適正

処分された産業廃棄物の支障の除去の

ための財政支援 

10月 ・「改正資源有効利用促進法」が施行（家

庭向けのパソコンやディスプレイの回

収とリサイクルをメーカーに義務付

け） 

12月 ・「廃棄物処理法」完全施行 

平成 16年 4月 ・冷凍庫を大型ごみの対象から除く。 

・「いわき市不法投棄等の防止に関する

要綱」改正 

1月 ・「廃棄物処理法施行令」改正・公布。

PCB汚泥等の特別管理産業廃棄物へ追

加、PCB廃棄物に係る収集運搬基準の

創設 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

9月 ・事業者専用袋とごみ直接搬入手数料の

経過措置期間終了 

4月 ・家電リサイクル法の対象品目に冷凍庫

を追加 

・「廃棄物処理法」一部改正（同年 10

月施行）。事故等の措置、罰則の強化

等 

9月 ・「廃棄物処理法施行令」改正。指定有

害廃棄物の指定、廃棄物処理に関する

基準の強化・明確化等 

12月 ・「廃棄物処理法施行令」改正。指定区

域の指定 

平成 17年     1月 ・「使用済自動車の再資源化等に関する

法律」(自動車リサイクル法)完全施行 

9月 ・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令及びポリ塩化ビフェニル廃棄物

の適正な処理の推進に関する特別措置

法施行令の一部を改正する政令」公布 

平成 18年 3月 ・「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

を策定（計画期間：平成 18年度～平成

32年度） 

6月 ・「容器包装に係る分別収集及び再商品

化の促進等に関する法律の一部を改正

する法律」公布。容器包装廃棄物の 3R

の推進、リサイクルに要する社会全体

のコストの効率化、国・自治体・事業

者等すべての関係者の連携 

平成 18年 10月 ・事業系古紙の清掃センターへの搬入を

規制（家庭古紙と同様の 5種類） 

・「自主的な美化活動支援制度」の愛称

が「クリンピー応援隊」に決定する。 

7月 ・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令及び海洋汚染等及び海上災害の

防止に関する法律施行令の一部を改正

する政令」公布。アスベストを含む廃

棄物の処理基準強化、「アスベスト無

害化処理認定制度」の関連基準整備 

12月 ・事業系木屑の木質チップ化処理施設へ

の誘導 

・いわき市廃棄物減量等推進審議会より

「一般廃棄物ゼロ・エミッション化へ

の取組み」などについて、意見書とし

て取りまとめ、市長に提出 

10月 ・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令の一部を改正する政令」公布（平

成 19年 4月施行）。以下のものについ

て海洋投入処分を禁止。①全ての一般

廃棄物、②公共下水道・流域下水道か

ら除去した汚泥、③動植物性残さ・家

畜ふん尿のうち、油分や有害物質の含

有基準を満たさないもの。 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

11月 ・「容器包装に係る分別収集及び再商品

化の促進等に関する法律の一部を改正

する法律の一部の施行期日を定める政

令」ほか公布（平成 19年 4月施行）。

プラスチック製容器包装の再商品化手

法の追加（固形燃料等）、指定容器包

装利用事業者の業種の指定、容器包装

多量事業者の要件 

平成 19年 4月 ・燃えないごみに排出されるプラスチッ

クについて、燃えるごみへ分別区分を

変更するとともに、「リサイクルする

プラスチック」を 2週に 1回から週 1

回の収集に変更 

・事業系古紙の清掃センターへの搬入規

制（機密書類・シュレッダー紙） 

6月 ・「一般廃棄物会計基準」、「一般廃棄

物処理有料化の手引き」及び「市町村

における循環型社会づくりに向けた一

般廃棄物処理システムの指針」制定 

9月 ・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令の一部を改正する政令」公布（平

成 20年 4月施行）。物品賃貸業に係る

木くず等を産業廃棄物に追加 

10月 ・「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本

計画の変更」公表 

平成 20年 4月 ・事業活動により生じた木製パレットの

清掃センターへの搬入規制 

3月 ・「第 2次循環型社会形成推進基本計画」

閣議決定 

平成 21年 2月 ・市内 4事業者 34店舗において、レジ袋

の有料化開始  

4月 ・家電リサイクル法施行令の改正に伴う

同法対象機器追加（液晶テレビ・プラ

ズマテレビ・衣類乾燥機） 
3月 ・「いわき市廃棄物の減量及び適正処理

等に関する条例」改正。市長及び市長

が指定した者以外による、集積所に排

出された廃棄物の収集、運搬の禁止。

10月より施行 

4月 ・「いわき市憩いの家条例」及び「いわ

き市憩いの家条例施行規則改正。1回

につき 50円の使用料の徴収 

平成 22年 1月 ・「燃えないごみ」の中の金属製のごみ

の分別区分の変更。これまで「燃えな

いごみ」としていた刃物や小さい金属

製品を「小型電器製品・金属類」に変

更。 

・かんのふたやびんのふた（金属製）を

「かん類・ペットボトル」へ変更 

5月 ・「廃棄物処理法」の一部改正 

（平成 22年 6月 7日一部施行） 

12月 ・「廃棄物処理法施行令」の一部改正（平

成 23年 4月 1日施行） 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

平成 23年 １月 ・「燃えるごみ」を「燃やすごみ」、「燃

えないごみ」を「燃やさないごみ」、

「リサイクルするプラスチック」を「容

器包装プラスチック」、「小型電気製

品・金属類」を「小型家電・金属」へ

分別名称の変更・これまで「燃やすご

み」としていた硬質プラスチックを「製

品プラスチック」として分別収集開始

（9分別→10分別） 

・新聞紙、段ボール、紙パック、雑誌以

外のリサイクルできる紙を「その他の

紙」として分別区分を変更 

１月 ・「廃棄物処理法施行規則」の一部改正

（平成 23年 4月 1日一部施行） 

４月 ・顧客・従業員の嗜好により排出される

「かん類・ペットボトル」、「びん類」、

「容器包装プラスチック」の事業系一

般廃棄物を産業廃棄物に区分変更(猶

予期間) 

7月 ・「廃棄物処理法施行令」の一部改正（平

成 23年 7月 8日施行） 

10月 ・市民搬入ごみのうち、焼却・埋立に係

るごみの処理手数料の 100kg以下無料

化を 10月 1日に廃止 

8月 ・「東日本大震災により生じた災害廃棄

物の処理に関する特別措置法」公布・

施行 

平成 24年 1月 ・「製品プラスチック」の分別区分を一

部変更 

3月 ・「使用済小型電子機器等の再資源化の

促進に関する法律」閣議決定 

平成 25年 4月 ・顧客・従業員の嗜好により排出される

「かん類・ペットボトル」、「びん類」、

「容器包装プラスチック」の事業系一

般廃棄物を産業廃棄物に区分変更（本

格実施） 

1月 ・「廃棄物処理法施行令」の一部改正 

・「廃棄物処理法施行規則」の一部改正

（平成 25年 6月 1日施行） 

平成 26年 4月 ・「いわき市廃棄物の減量及び適正処理

等に関する条例・規則」の改正により、

大型ごみの収集、運搬及び処分の手数

料、死犬等収集処理手数料を改定 

・「いわき市運動場条例」の改正により、

夜間照明設備使用料を改定 

3月 ・「廃棄物処理法施行規則」の一部改正

（平成 26年 3月 26日施行） 

平成 28年 3月 ・北部衛生センター廃止 

・「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

を一部改定 

  

令和元年 10月 ・「いわき市廃棄物の減量及び適正処理

等に関する条例・規則」の改正により、

大型ごみの収集、運搬及び処分の手数

料、死犬等収集処理手数料を改定 

・「いわき市運動場条例」の改正により、

夜間照明設備使用料を改定 
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年 いわき市 主な廃棄物関連法 

令和３年 3月 ・「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

を策定 

（計画期間：令和３年度～令和 12年度） 

  

 
4月 

・「山田粗大ごみストックヤード」 

供用開始  

６月 ・「プラスチックに係る資源循環の促進

等に関する法律」 

（令和３年６月 11日公布） 

令和４年 3月 ・「いわき市災害廃棄物処理計画」を策

定 

４月 ・「プラスチックに係る資源循環の促進

等に関する法律」施行（令和４年４月

１日） 

令和５年 3月 ・南部衛生センター廃止   

令和６年 7月 ・「いわき市家庭用生ごみ処理機等購入

費補助金交付要綱」を一部改正 

  

令和７年 3月 ・中部衛生センター廃止 

・大型ごみ収集に係る LINEによる申し 

込み受付開始 

・「いわき市災害廃棄物処理計画」を 

 一部改正 
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